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２１世紀の日本のかたち（７５）  
 
急激な少子高齢、人口減少社会と 

「国土のグランドデザイン」 

戸沼幸市  

＜ (一財)日本開発構想研究所 代表理事＞

 

１．２０５０年の姿−未来からの衝撃 

平成26年３月28日に公表された新たな「国

土のグランドデザイン」（骨子）によると、時

代の潮流として次の５つをあげています。 

（1）急激な人口減少・少子化、高齢化 

（2）グローバリゼーションの進展 

（3）巨大災害の切迫、インフラの老朽化 

（4）食料、水、エネルギーの制約、地球環境問題 

（5）ＩＣＴの劇的な進歩、技術革新の進展 

いずれも、いわば未来からの衝撃であり、

日本国家の存立、持続に大きく係る事態です。

さらに「日本の地政学的位置に係る東アジア

の平和、なかんずく日・中・朝鮮（韓国・北

朝鮮）の平和の問題」があります。 

新たな「国土グランドデザイン」(骨子)で

第一に取上げている「急激な人口減少・少子、

高齢化」は、現在の日本社会の全構成員が当

事者であり、それぞれの立ち位置において、

様々に実感することができます。 

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）

の将来推計人口（中位推計）では、2050年で

9,700万人と１億人を割込み、2100年には

4,959万人まで急減すると推計しています。 

ところで20世紀前半、第二次世界戦争・戦

災から立ち直った日本が、旺盛な人口再生産

により1950(昭和25)年の人口は8,400万人、

1967(昭和42)年に１億人を超え、1975(昭和

50)年は１億1,200万人、1995(平成７)年は１

億2,600万人と逓増し、経済のグローバル化

の波に乗って、世界第２位のＧＤＰを誇る経

済大国を築きました。 

これについて人口動態を左右する要因のひ

とつである出生数は、終戦直後、戦争による

人的被害、強烈な人口減を復元するかのよう

に、1947(昭和22)年から1949(昭和24)年の３

年間は250万人を超えており、合計すると約

800万人の出生数を記録し、第１次ベビーブ

ームが起こりました。1949(昭和24)年の出生

数約270万人は戦後の統計において過去最多

となっています。また、合計特殊出生率は、

1947(昭和22)年4.54、1950(昭和25)年3.65、

1957(昭和32)年～65(昭和40)年は2.0を超える

水準を保ちましたが、1966(昭和41)年の丙午

は1.57と、特異現象を示しました。子どもを

産むということが人々の心理に大きく左右さ

れることを示しているといえます。 

1967(昭和42)年～73(昭和48)年の間は２台

を維持し、人口置換水準を上回っていました

が、1970年代後半からは合計特殊出生率１台

となり、これが21世紀に入った現在に続いて

おります。 
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日本人の出生率に係る動向は、そのまま、

国土、国家の経済社会の動態と重なっていま

す。 

終戦直後の高水準の出生率はそのまま、戦

災復旧、復興のバネであり、1960年代、70年

代と続く若年の人口増は、高度経済成長を実

現するための人的要件でした。そして地方の

若年層は東京などの大都市へ大量に呼び込ま

れました。 

東京一極集中、太平洋メガロポリスといっ

た、国土構造が生まれたのですが、ここにお

いて日本人の家族型が村落型の大家族から、

東京などの大都市地域では身軽な家族、核家

族（夫婦と子供2人）が一般的となり、ニュー

ファミリーのための郊外のニュータウンが造

られてきました。 

そして昨今では、若年層においても結婚し

ない（できない）単身家族の増加とともに、

夫婦も子ども達も思い思いに生活する素粒子

家族も増加していると言われています。 

1967(昭和42)年に１億人を超えた人口が以

後の出生率の低下にもかかわらず、今日、１

億2,000万人の水準を保っているのは、死亡

率の低下によって寿命が驚異的に伸びたこと

によるわけです。 

2012(平成24)年の日本人の平均寿命は、男

性80才（世界５位）、女性86才（世界１位）

であり、これは栄養、食料の確保、医学の進

歩や医療制度の充実、高い高齢者の勤労意欲

や社会参加意欲などによるものといってよい

でしょう。 

戦後、１億人国家を築いて高度経済成長を

成し遂げた日本に、1970年代以降の出生率低

下の効きが表面化し、急速な人口減少が現れ

始めました。 

社人研の中位推計が適中し、2050年の

9,700万人、2100年の5,000万人を割込む人口

になれば、21世紀後半は現在の日本国家の構

図、国土における日本人の生活像、居住像は

一変してしまいます。仮に日本人5,000万人

の国家、国土像では、戦後の20世紀、21世紀

につくり上げられた経済成長型のインフラな

どの様々な道具立ては維持が難しくなり、か

つ、国家の統治のシステムもドラスティック

に変えるほかないことでしょう。巨大都市、

東京はどうなっているのでしょうか。ＳＦ小

説的には「2084」は面白いテーマですが。 

 

２．人口減少社会の様相（2010～2050） 

新たな「国土のグランドデザイン」(骨子)

の資料によると、総人口と分布は次のように

予測されています。 

・2050年人口：97.1百万人－大都市圏：53.1百

万人（東京圏：29.8百万人、大阪圏：14.0百万

人、名古屋圏：9.3百万人）、地方圏：44.0百

万人 

地域ごとの将来人口推計の動向 
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・国土全体での低密度化、地域的偏在が同時に

進行 

・人口が半分以下になる地点数、現在の居住地

の６割以上、国土の約５割に及ぶ。 

・人口が増加する地点の割合：２％、大都市に

分布する。 

・市町村の人口規模別では、人口規模が小さく

なるにつれて人口減少率が高くなる。 

・地方圏の生産年齢人口：大幅減 

・すべての地域で若年生産年齢人口が減少 

・東京圏で高齢者大幅増 → 2050年、東京圏：

3,000万人のうち、老人1,150万人 

＜参考＞ 

・人口100万以下の県、2010年で10県、2040年

で17県となる（国立社会保障・人口問題研究

所 2013年3月推計） 

・消える自治体523（増田寛也＋日本創成会議・

人口減少問題検討分科会） 

市区町村の人口減少率 

 

人口減など、時代の劇的変化のなかでめざ

すべき新たな「国土グランドデザイン」―人

と国土の姿として、1）女性と高齢者の社会参

画、2）子供を産み育てやすい社会の実現、3）

担い手の確保を掲げております。 

 

３．１億人国家の持続 

政府は2050年、我が国の人口１億人を維持

することを目標にし、来年度から第３子から

の出産・保育の給付を増やすなど子育て支援

を手厚くして出生率を上げ、2020年には少子

高齢化の流れを変えることを重要政策としま

した。 

安倍政権は、これを経済成長戦略の一環と

して位置づけ、具体的な施策として以下を掲

げています。 

1）高齢者から子供へ、３人目の子供の養育

には特段な財政措置をする 

2）女性の活躍の場づくり 

3）外国人の活用をめざす 

新たな｢国土グランドデザイン｣(骨子)の参

考資料による出生率回復の試算では、2050年

１億人台を確保するためには、人口置換ケー

ス(１) 1994～2006年フランスの出生率上昇

（1.66→2.00）のペースで回復し、2034年に

2.01に到達。ケース(２) 2005～2012年の我が

国の出生率上昇（1.26→1.41）のペースで回

復し、2043年に2.07に到達するシナリオで

す。 

関連して2012(平成24)年の居住地によって

出生率は、東京圏1.25、大阪圏1.32、名古屋

圏1.46、地方圏1.50と大きな差があります。

これによると、地方圏に子どもを育てる環境

があり、一方東京圏は未婚率も高く、子育て

環境に課題が多いということになります。 

現在の経済社会情況では、教育費を含め子

どもを養育するコストが高く、かつ将来のイ
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メージが楽観的に画けないということもあり、

2.07を超える出生率の回復は容易ではありま

せん。 

国家戦略として、日本の人口１億人目標を

めざすのであれば、その柱として、単に外国

人の活用というレベルを越えて、100万、200

万人規模の移民等の積極的な受入れ、体制づ

くりも必要になるのではないでしょうか。 

平成25年５月１日現在、大学などへの外国

人留学生総数は約17万人（日本学生支援機構

調べ）おります。21世紀のグローバル化は国

家や国境という共同体の枠組みの見直しを迫

っており、人口の捉え方も東アジア圏の人口

構造との関連で捉え直すことになるものと思

われます。 

 

４．動度（モビリティ）の増大とネットワー

ク社会 

ＩＣＴ（情報通信技術）の劇的進展に重な

って、交通手段の高速化、ネットワーク化は

国土や世界大に広がって、地球をマスクメロ

ンの様に包み込んでいます。人間の情報領域、

行動領域が濃度のある縞をつくりながら、拡

大し続けているネットワーク社会にあって、

人々の生活―働き方、住まい方、楽しみ方、

つながり方が大きく変わり、経済社会、コミ

ュニティの在り方に劇的変化をもたらしつつ

あります。 

人に関し、高いモビリティをもつネットワ

ーク社会において、様々なかたちで交流人口

が増えております。訪日外国人は、ビジネス

マン、訪問型観光、滞在型観光ともに、全国

各地に増えております。我が国を訪れる国際

観光客は、21世紀飛躍的に増大し、このうち

北東アジア、東南アジア地域が高い伸びが予

測されております。 

国際観光客到着数の今後の予測 

 

大都市間、大都市圏と地方圏の人口交流も

ビジネス、観光面で活発化しています。 

特異な例ですが、阪神淡路大震災、東日本

大震災にみられる（災害時に起きた）、全国

各地からの被災地の復旧、復興への多くの

人々の支援活動は、瞬時に作動する動的ネッ

トワーク社会においてこそのことでしょう。

災害の多い日本列島において、3.11東日本大

震災地域は、今後も国民が訪れるべき観光、

学習空間です。 

昨今、日本の各地では地域の伝統的な祭り

の他に、里山、里海の文化・芸術運動など、

新しいイベントが企画され、全国から人を集

めて賑わっている例もあります。 

住まい方や働き方の面でも、大都市圏と地

方圏の交流が見られます。農業地域への若者

の短期的・長期的移住、大都市住民の自然地

域との二地域居住といったことも起こってい

ます。 

現在、東京、名古屋、大阪をつなぐリニア

中央新幹線が計画され、これが実現すれば、
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東京・大阪間440km が１時間で結ばれ、二地

域就労を含め、膨大な人口交流の量となるこ

とでしょう。 

情報交通技術のもたらすネットワーク社会

は、経済面に強く現れています。まず情報産

業が巨大になり、企業の国際化、多国籍化と

ともに、流動性の高い市場が広がっていま

す。 

在来の産業区分、生産（第１次産業）、加

工（第２次産業）、流通・販売（第３次産業）

といった区分を越えて、第６次（１＋２＋３）

産業といったいい方もされる時代です。動的

ネットワークットワーク社会は不安定な社会

でもあります。労働市場の流動性も高まり、

現在、雇用者全体の４割近くが非正規雇用と

なっています。 

生産年齢人口が激減する中、如何に女性と

外国人を労働市場に呼び込むかの課題があり

ます。 

人間集団の基底である家族がこの半世紀、

３世代、４世代同居の大家族－（両親、祖父

母、子供達）から核家族、素粒子家族へ変化

しましたが、これは流動性の高いネットワー

ク社会に対応したものでしょう。 

このことは安心、安全の情愛の人間集団が

解体され、ばらばらな"孤化"された不安定社

会になったことを意味します。かつての大家

族に代わる、近所、近隣のコミュニティを築

けるか、公助もさることながら、孤化した個

人が共に助け合うコミュニティづくりが求め

られています。高齢化し、一人暮らしの高齢

者が急増する社会において人々は如何に生き

るべきか。 

情報通信の高速化は、財の物理的集積を無

意味化し、人々の生活における距離の制約を

よほど解放し、逆に人々が関わる空間、地点、

地域の意味の重要性が浮かび上がります。国

土空間に現れる人口分布も連担型から疎密混

住型への変化が見られます。 

人やモノ、情報、カネの動度（モビリティ）

の大きいネットワーク社会にあって交叉交流

の結節空間が大きな意味を持ってきます。こ

こでは地域の歴史や文化・伝統といった、安

定した価値（高次な情報）が重要になると思

われます。 

さらには、不安定ともいえる動的ネットワ

ーク社会にあって、人々の生を安定的に支え

る結節空間の再構築が求められます。 

2050年、国土全体に薄く広がる人口分布に

対して、各所に小さな拠点があり、これを支

える中、大の結節空間を如何にコンパクトに

再構築するかが地域を巻き込んでの新たな

「国土のグランドデザイン」の基本的課題と

いえます。これに関し、消滅を予想される自

治体もある中、地方自治体や道州制も視野に

都道府県の有り様の再検討も必要でしょう。 

 

５．多死社会とどう向き合うか－生命の網の

目社会を築く 

2050年には、少子高齢、人口減少、首都直

下あるいは南海トラフの巨大地震などの大災

害、原発を含むエネルギー、グローバル化な

どの問題が、集中的に重なり、日本として文

明の転換期に差し掛かっています。「生活の

作法」、「生存の理法」について改めて深く考

えを巡らすべき時です。 

21世紀の高齢化、超高齢化社会とは多死社

会です。東京など大都市圏と地方圏とを問わ

ず、「マン・イズ・モータル(人間は必ず死

ぬ)」は人間の運命です。人口減少期、多死社
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会の迎え方について、新たな「国土グランド

デザイン」に、一つの項目があってもよいく

らいです。 

日本の政治経済、人口の一極集中を築いて

きた東京圏も、2050年には高齢者が1,000万

人を超える超高齢社会となっています。 

人工都市東京における1,000万人の死の迎

え方とは如何なるものか。日本人の生と死の、

一生の劇を演ずる居住地の選択において、無

機質な大都市居住から宗教性を感じさせる自

然への回帰があるかもしれません。 

自然が横溢する地方圏、人間とは自然の一

部であるとして、人の死をなだらかに受入れ

る安心立命の故郷を築いてきました。しかし、

急激な過疎化により生を支える網の目が解か

れつつあります。 

日本が全体として人口減少社会に向かう中、

大都市圏と地方圏が交叉し死を含む安心立命

の生命の網の目社会をそれぞれの地域は工夫

し、構築すべしと考えます。 

新たな「国土のグランドデザイン」もこれ

を下支えするためのものに違いありません。 
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